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「電子帳簿保存法」 
－電子帳簿・スキャナ保存・電子取引の大改正- 

 
税理士 上西左大信 

 
Ⅰ はじめに－電子帳簿保存法の歴史－ 
 
１．平成１０年度税制改正 
 適正公平な課税を確保しつつ、納税者等の帳簿保存に係る負担軽減を図る等の
観点から、「国税関係帳簿書類」の電磁的記録磴による保存制度等が創設された。 
電子帳簿保存法 
（趣旨） 
第１条 この法律は、情報化社会に対応し、国税の納税義務の適正な履行を確保
しつつ納税者等の国税関係帳簿書類の保存に係る負担を軽減する等のため、電
子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等について、所得税
法（昭和四十年法律第三十三号）、法人税法（昭和四十年法律第三十四号）そ
の他の国税に関する法律の特例を定めるものとする。 

（現行条文と同じ） 
 この段階では、電子帳簿と電子取引に係る保存制度等について創設されたが、
「適正公平な課税」に重点が置かれており、利用しづらいものであった。また、
技術的な問題があるとして、スキャナ保存は認められなかった。 
 実際の実務において、「国税関係帳簿」の電子帳簿保存は利用可能なものであっ
た。 

国税関
係帳簿
書類 

国税関係帳
簿 

国税に関する法律の規定により備付け及び保存をしなけれ
ばならないこととされている帳簿（注）をいう。 

国税関係書
類 

国税に関する法律の規定により保存をしなければならない
こととされている書類をいう。 

（注）「輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律」第１６条第１１項（保
税工場等において保税作業をする場合等の内国消費税の特例）に規定する帳
簿を除く。 

 
２．平成１７年度税制改正 
 平成１０年度税制改正により創設された電子帳簿保存法では認められなかった
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スキャナ保存に関して、経済界からの要望が相次いだ。契約書や領収書などの法
令により「紙で保存すること」が義務付けられている国税関係書類については、
技術的には「電子署名」と「タイムスタンプ」などの新しい技術を担保措置とす
ることにより、電子データによる保存が検討された。 
そこで、平成１７年度税制改正により、一定の要件の下でスキャナ保存が認め

られることとなった。 
電子帳簿保存法 
（国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存等） 
第４条  
３ 前項に規定するもののほか、保存義務者は、国税関係書類（財務省令で定め
るものを除く。）の全部又は一部について、当該国税関係書類に記載されてい
る事項を財務省令で定める装置により電磁的記録に記録する場合であって、所
轄税務署長等の承認を受けたときは、財務省令で定めるところにより、当該承
認を受けた国税関係書類に係る電磁的記録の保存をもって当該承認を受けた国
税関係書類の保存に代えることができる。 

（創設当時の条文。現行条文と異なる。） 
条文中の「財務省令で定める装置」がスキャナ（詳細な要件があるが、〔略〕）

である。この段階では、「契約書・領収書及びこれらの写し」については、「記載
された金額が３万円未満のもの」がスキャナ保存の対象とされた。 
【主なハードル的要件】 
契約書・領収書及びこ
れらの写し 

３万円以上 紙原本での保存のみ 
３万円未満 スキャナ保存可 

スキャナで読み取る際 「入力者等の電子署名」かつ「タイムスタンプ」 
 実感として、「このままでは使えないので、様子見しよう。」であった。 
 
３．平成２７年度税制改正 
 スキャナ保存制度は、創設後もほとんど利用されなかった。承認件数は、平成
２０年６月末で３３件、平成２６年３月末で１３３件であった。承認されたもの
の（自動承認）、利用していな納税者は多かったのではなかろうかと推察される。 
 そこで、適正処理事務要件を課することにより、内部統制で不正防止を担保す
る方向性で改正された。事務処理面では対象書類の範囲が見直され（３万円以
上・未満の区別がなくなり、すべてがスキャナ保存の対象となった。）、電子署名
が不要とされた。電子署名が不要となったことは歓迎されるが、タイムスタンプ
が最大のハードルとして残った。 
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その段階でも疑問は残った。「どうやってタイムスタンプ協会が認定している供
給者（当初は、セイコーエプソンなど数社）と契約するのか（申込みを受けよう
とする姿勢が見えない。）。」、「表示されている金額では中小企業は使えない（大企
業であっても、本当に使っているのであろうか。）。」など。 
 
４．平成２８年度税制改正 
 スキャナ保存制度の要件が緩和され、社外において領収書等を記録する場合の
手続き要件として、スマートフォン等による読み取りが認容された。その代わり、
領収書等を受領した者は、不正防止のために、それに自署を行った上で、「特に速
やか（３日以内）にタイムスタンプを付すことと」が要件とされた。また、「定期
検査要件」が課され、定期検査が終了するまでは、国税関係書類の原本を本店や
支店等において原本保存することとされた。 
 日税連が意見を述べるようになったのは、この段階からであり、中小企業基本
法が定める小規模事業者については、税務代理人が検査することにより（想定は、
決算申告の際に並行して行えば足りるというもの。）、「定期検査要件」を不要する
こととなった。 
 
５．令和元年度改正と令和２年度改正 
 前者では申請手続の簡素化・柔軟化等がされ、後者では電子取引を行った場合
の電磁的記録の保存要件の緩和（選択肢の追加）がされた。いずれもマイナーな
改正であり、税制改正のセミナーでもほとんど紹介されなかったような事項であ
る。 
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Ⅱ 改正された電子帳簿保存法の法体系と国税関係帳簿書類の等の関係 
 
１．法体系 
電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法
律 
電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法
律施行令 
電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法
律施行規則 
電子帳簿保存法取扱通達 
電子帳簿保存法一問一答 
【電子計算機を使用して作成する帳簿書類関係】 
【スキャナ保存関係】 
【電子取引関係】 

 
２．国税関係帳簿書類・電子取引・保存制度の区分 
（１）帳簿書類等の区分 

国 税 関
係 帳 簿
書類 

国 税
関 係
帳簿 

総勘定元帳など スキャナ保
存の対象外 

国 税
関 係
書類 

決算関係書類（貸借対照表、損益計算書など） 

重要書類 
重要度：高 契約書、領収書など 

スキャナ保
存の対象 

重要度：中 請求書、納品書など 
一般書類 重要度：低 見積書、注文書など 

電子取引 取引情報の授受を電磁的方式により行う取引をいう。 
 取引情報とは、請求書や領収書等に通常記載される日付、取引先、金額等の情
報をいう。 
 
（２）保存制度の種類 
 国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存制度 
 国税関係書類に係るスキャナ保存制度 
 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存制度 
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Ⅲ 改正の趣旨・概要 
 
経済社会のデジタル化を踏まえ、経理の電子化による生産性の向上、テレワー

クの推進、クラウド会計ソフト等の活用による記帳水準の向上に資するため、国
税関係帳簿書類を電子的に保存する際の手続きが抜本的に見直された。 
具体的には、事前承認制度を廃止するほか、現行の厳格な要件を充足する事後

検証可能性の高い電子帳簿については、信頼性確保の観点から「優良な電子帳簿」
としてその普及を促進するための措置を講ずるとともに、「その他の電子的な帳
簿」（「優良な電子帳簿」でない電子帳簿）についても、正規の簿記の原則に従
うなど一定の要件を満たす場合には電子帳簿として電子データのまま保存するこ
とが「当面可能」とされた（「当面可能」とあるが、元に戻る訳はない。）。 
また、紙の領収書等の原本に代えてスキャナ画像を保存することができる制度

（スキャナ保存制度）については、ペーパーレス化を一層促進する観点から、手
続・要件を大幅に緩和するとともに、電子データの改ざん等の不正行為を抑止す
るための担保措置が講じられた。 

 
１．国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存制度の改正（概要） 
（１）手続の簡素化・要件の緩和 
承認制度が廃止された。 令和４年１月１日から施行 
国税関係帳簿書類（国税関係帳簿については、正
規の簿記の原則に従って記録されるものに限
る。）について、自己が一貫して電子計算機を使
用して作成する場合には、「一定の要件」に従っ
て、その国税関係帳簿書類に係る電磁的記録の保
存を行うことができることとされた。 

令和４年１月１日以後に備
付けを開始する国税関係帳
簿又は保存を行う国税関係
書類について適用 

 
〔一定の要件－「最低限の要件」とされた。－〕 
イ 電子計算機処理システムの概要書その他一定の書類の備
付けを行うこと 

一定の水準の財
務ソフトであれ
ば、多くの場
合、要件を満た
している。 

ロ 電子計算機、プログラム、ディスプレイ及びプリンタ並
びにこれらの操作説明書等を備え付け、ディスプレイの画
面に、「整然とした形式及び明瞭な状態」で、速やかに出
力することができること 
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ハ 国税庁等の当該職員の質問検査権に基づくその国税関係
帳簿書類に係る電磁的記録のダウンロードの求めがある場
合には、これに応じることとすること（新設）（注） 
（注）「優良な電子帳簿」の要件（後述）のすべてが充足

されている場合は不要。 

求めに応ずれば
よいだけ。 

 
（２）過少申告加算税の減免－インセンティブ措置その１－ 
次の要件を満たして「一定の国税関係帳簿」(注１)に係る「電磁的記録の保存

等」を行う者(注２)のその電磁的記録に記録された事項に関し所得税、法人税又
は消費税に係る修正申告又は更正があった場合（注３）には、その記録された事
項に関し生じた申告漏れに課される過少申告加算税の額については、通常課され
る過少申告加算税の額から当該申告漏れに係る所得税、法人税又は消費税の５％
に相当する金額を控除した金額とする。 
 
〔満たすべき要件－すべて－〕 
上記１．（１）のイ及びロの要件 上記参照 
（改正前に国税関係帳簿書類の保存
要件とされていた）「訂正等履歴要
件」及び「相互関連性要件」 

改正による内容の変更はないが、この要件
は「過少申告加算税の減免」の場面でのみ
登場することとなった。 

（スキャナ保存制度の要件とされて
いる）「検索要件」 

改正により内容は変更（簡素化）されてい
る。 

(注１) 「一定の国税関係帳簿」とは、所得税若しくは法人税の青色申告者が
保存しなければならないこととされる仕訳帳、総勘定元帳その他必要な
帳簿又は消費税の事業者が保存しなければならないこととされる帳簿を
いう。上記①と同様に、正規の簿記の原則に従って記録されるものに限
る。 

(注２)その旨の届出書をあらかじめ提出した者に限る。 
(注３)申告漏れについて、隠蔽し、又は仮装された事実がある場合を除く。 

この改正は、令和４年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について
適用される。 
 
（３）青色申告特別控除－インセンティブ措置その２－ 
所得税の青色申告特別控除の控除額65万円の適用要件について、仕訳帳及び総

勘定元帳につき国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存制度の要件（これは
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「改正前の電子帳簿保存の要件」である。）を満たす電磁的記録の保存等を行っ
ていること（要するに「優良な電子帳簿」であること）が要件とされることのほ
か、所要の措置が講じられた。 
また、青色申告書を提出することにつき税務署長の承認を受けている個人が、

その年において一定の帳簿書類の電磁的記録等による備付け及び保存に係る承認
を受けて当該帳簿書類の電磁的記録等による備付け及び保存を行っている場合に
は、その年において上記の要件を満たしているものとみなされる。この措置は、
既存の青色申告者への配慮と言える。 
この改正は、令和４年分以後の所得税について適用される。 
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（４）改正前後の対比 
 改正前 改正後 
承
認
制
度 

電子的に作成された帳簿書類を電
子データのまま保存する場合に
は、事前に税務署長の承認が必
要。 

承認制度を廃止し、電子帳簿利用上の事
務負担を削減。 
 

電
子
帳
簿 

電子帳簿として保存が認められる
のは以下の要件を満たすものに限
定。 
（イ）訂正等の履歴が残ること、

帳簿間で相互関連性があるこ
と、検索機能があること 

（ロ）モニター、説明書等を備え
付けること 

この要件（（イ）の要件がハード
ルとなっていた。「訂正等の履歴
が残ること」の要件については、
対応していない財務ソフトが一定
数存在している。）を満たさない
電子帳簿は電子データのまま保存
することができず、紙を印刷して
保存しなければならない。 

上記Ⅲ１．（１）の「最低限の要件」と
なった（要するに、「優良な電子帳簿」
に至らない「電子帳簿」で足りる。）。
要点を再述すると、 
 概要書等の備付け 
 見読可能装置の備付け 
 調査の際に、ダウンロードの求めに

応ずること 
所得税、法人税又は消費税の保存義務が
課される帳簿（注１）について「改正前
の要件」を充足して電子保存し、その旨
を届け出た者については、その「優良な
電子帳簿」に関連して過少申告があった
場合には、過少申告加算税が5％軽減さ
れる(注２)。 
(注１)所得税法人税については、総勘定

元帳仕訳帳等、青色申告者の保存帳
簿。 

(注２)ただし、その過少申告に係る修正
申告更正に重加算税対象が含まれる
場合には軽減されない。 

加
算
税 

過少申告加算税のインセンティブ
はなし。 

特
別
控
除 

① 下記以外の場合は10万円 
② 正規の簿記の原則に従って記
帳の場合は55万円 

③ 「正規の簿記」＋e-Taxによ
る電子申告で 65万円 

① 下記以外の場合は10万円 
② 正規の簿記の原則に従って記帳の場
合は55万円 

③ 「正規の簿記」＋e-Taxによる電子
申告又は「正規の簿記」＋「優良な電
子帳簿」で65万円 
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２．国税関係帳簿書類のスキャナ保存制度（概要） 
（１）手続の簡素化・要件の緩和 
各種の要件を緩和・簡素化する（令和４年１月１日以後に備付けを開始する国

税関係帳簿又は保存を行う国税関係書類について適用）。 
承認制度 廃止された（令和４年１月１日から施行）。 

タイムスタ
ンプ要件 

 付与期間（改正前：３日以内）を記録事項の入力期間（最長２
か月＋おおむね７営業日以内）と同様とする。 

 受領者等がスキャナで読み取る際に行う国税関係書類への自署
を不要とする。 

 電磁的記録について訂正又は削除を行った事実及び内容を確認
することができるシステム（訂正又は削除を行うことができな
いシステムを含む。）において、その電磁的記録の保存を行う
ことをもって、タイムスタンプの付与に代えることができるこ
ととされた（タイムスタンプが不要）。 

 令和４年１月１日以後に備付けを開始する国税関係帳簿又は保
存を行う国税関係書類について適用 

適正事務処
理要件 

 「相互けん制、定期的な検査及び再発防止策の社内規程整備
等」(適正事務処理要件)が廃止された。 

 令和４年１月１日以後に備付けを開始する国税関係帳簿又は保
存を行う国税関係書類について適用 

検索要件 

 検索項目が①取引等の年月日、②取引金額及び③取引先に限定
された。 

 保存義務者が国税庁等の当該職員の質問検査権に基づく電磁的
記録のダウンロードの求めに応じることとする場合にあって
は、範囲指定及び項目を組み合わせて設定できる機能の確保が
不要となった。 

 令和４年１月１日以後に備付けを開始する国税関係帳簿又は保
存を行う国税関係書類について適用 

 
（２）担保措置 
①スキャナ保存制度の要件緩和及び不正行為に係る担保措置の創設 

（電子取引の個所を参照） 
②要件を満たさない電磁的記録の保存 

（電子取引の個所を参照） 
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（３）改正前後の対比 
 改正前 改正後 

承
認
制
度 

取引先から受領した領収書等につい
てスキャナ保存するためには、事前
に税務署長の承認が必要。 

 承認制度が廃止され、スキャナ保
存利用上の事務負担が削減され
た。 

 要件違反のスキャナ画像を税法上
の保存書類として扱わない取扱い
とする（宥恕規定あり）。 

保
存
の
要
件 

原本とスキャナとの同一性を担保
し、改ざん等を防止する観点から以
下の要件が存在。 
 領収書には受領者が自署 
 経理担当者がスキャンする場合

は最長約２か月以内にタイムス
タンプを付与 

 営業担当者がスキャンする場合
は概ね３営業日以内 

 紙の原本とスキャナ画像とが同
ーである旨を社内や税理士等が
チェック（社内相互牽制定期検
査）  

とにかくスキャナ保存を推進したい観
点から、保存要件のすべてを見直し
た。 
 領収書への自署は廃止 
 タイムスタンプ付与までの期間は

最長約２か月以内に統一（電子取
引も同様） 

 訂正削除履歴の残るクラウドに最
長約 2 か月以内に格納する場合は
タイムスタンプを不要化 

 紙の原本とスキャナ画像との同一
性チェック（社内相互牽制定期検
査）は不要化 

担
保
措
置 

改正前の事前の手続要件だけでは改
ざん等の不正行為を十分に抑止でき
ていない（例：定期検査を求めても
会社ぐるみの不正は防止できな
い。）。 

要件を大幅に緩和する一方で、雷子デ
ータに関連して改ざん等の不正が把握
されたときは、事後的に重加算税を１
０％加重（電子取引についても同
様）。 

（最長約２か月以内＝２か月＋おおむね７営業日以内。以下同じ。） 
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【スキャナ保存制度の簡素化】 

 
 
３．電子取引に係るデータ保存制度（概要） 
（１）要件の緩和－手続の簡素化はない－ 
電子取引（取引情報の授受を電磁的方式により行う取引をいう。）の取引情報に

係る電磁的記録の保存制度について、次の改正が行われた。 
この改正は、令和４年１月１日以後に行う電子取引の取引情報について適用さ

れる。 
 タイムスタンプ要件について、付与期間（改正前：遅滞なく）を記録事項

の入力期間（最長約２月以内）と同様とする。 
 検索要件について、上記のスキャナ保存制度におけるものと同様の措置を
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講ずることとする。 
 判定期間における売上高が1,000万円以下である保存義務者が「国税庁等の

当該職員の質問検査権に基づく求め」に応じることとする場合にあって
は、検索要件の全てが不要とされた。 
（注）「判定期間」とは、個人事業者にあっては電子取引が行われた日の属

する年の前々年の１月１日から12月31日までの期間をいい、法人にあっ
ては電子取引が行われた日の属する事業年度の前々事業年度をいう。 

 
【電子取引の保存制度の見直し】 

 
 
（２）担保措置 
「国税関係書類に係るスキャナ保存制度」並びに「申告所得税、法人税及び消

費税における電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存制度」について、次の
とおり電磁的記録の適正な保存を担保するための措置が講じられた。 
①重加算税の加重措置 
「スキャナ保存が行われた国税関係書類の保存義務者」又は「申告所得税、法

人税及び消費税における電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存義務者」の
その電磁的記録に記録された事項に関し、隠蔽し、又は仮装された事実に基づき
期限後申告若しくは修正申告又は更正若しくは決定等があった場合には、その記
録された事項に関し生じた申告漏れ等に課される重加算税の額については、通常
課される重加算税の額に当該申告漏れ等に係る本税の10％に相当する金額を加算
した金額とする。 
  この改正は、令和４年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税につい
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て適用する。 
 
②電磁的記録の保存 
「スキャナ保存が行われた国税関係書類の電磁的記録」並びに「申告所得税及

び法人税における電子取引の取引情報に係る電磁的記録」について、次のとおり
とされた。 
イ 「スキャナ保存が行われた国税関係書類の保存義務者」は、上記の見直し
後の要件を含めた保存要件を満たさない電磁的記録についても、保存しなけ
ればならないこととする。 

  この改正は、令和４年１月１日以後に備付けを開始する国税関係帳簿又は
保存を行う国税関係書類について適用する。 

ロ 「申告所得税及び法人税における電子取引の取引情報に係る電磁的記録の
保存義務者」が行う当該電磁的記録の出力書面等の保存をもって当該電磁的
記録に代えることができる措置は、廃止する（要するに、要件を満たさない
ものであっても。電磁的記録としてのみ保存することとなった。）。 

  この改正は、令和４年１月１日以後に行う電子取引の取引情報について適
用する。 

ハ 上記の見直し後の要件を含めた保存要件を満たさない電磁的記録について
は、国税関係書類又は国税関係帳簿と扱わないこととするとともに、災害そ
の他やむを得ない事情により、当該保存要件に従って当該電磁的記録の保存
をすることができなかったことを証明した場合には、その事情が生じた日以
後については、当該保存要件を不要とする。 

 
（３）改正前後の対比 

 改正前 改正後 

検
索
要
件 

①取引年月日その他の日付取引金
額その他の国税関係帳簿の種類
に応じた主要な記録項目を検索
の条件として設定 

②日付又は金額に係る記録項目に
ついては、その範囲を指定して
条件を設定 

③２以上の任意の記録項目を組み
合わせて条件を設定 

 検索要件は「日付、金額、取引
先」に限定 

 保存義務者が、税務職員の質問検
査権行使に基づくダウンロードの
求めに応じる場合には、②③の検
索要件が不要 

 保存義務者が売上高 1,000 万円以
下の事業者等の場合には、①～③
の全ての検索要件が不要。 
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Ⅳ 改正電子帳簿保存法への実務対応－電子帳簿－ 
 
１．基本条文の確認 
（１）電子帳簿保存一般 
電子帳簿保存法 
（国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存等） 
第４条第１項 保存義務者は、国税関係帳簿（「所得税法又は法人税法の規定に
より備付け及び保存をしなければならないこととされている帳簿であって、資
産、負債及び資本に影響を及ぼす一切の取引につき、正規の簿記の原則に従
い、整然と、かつ、明瞭に記録されているもの」以外のものを除く。）の全部
又は一部について、自己が「最初の記録段階から一貫して電子計算機を使用し
て作成する場合」には、財務省令で定めるところにより、当該国税関係帳簿に
係る電磁的記録の備付け及び保存をもって当該国税関係帳簿の備付け及び保存
に代えることができる。 

 
電池帳簿保存法施行規則 
（国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存等） 
第２条 法第４四条第１項に規定する財務省令で定める国税関係帳簿は、所得
税法（昭和四十年法律第三十三号）又は法人税法（昭和四十年法律第三十四
号）の規定により備付け及び保存をしなければならないこととされている帳
簿であって、資産、負債及び資本に影響を及ぼす一切の取引につき、正規の
簿記の原則（同法の規定により備付け及び保存をしなければならないことと
されている帳簿にあっては、複式簿記の原則）に従い、整然と、かつ、明瞭
に記録されているもの以外のものとする。 

２ 法第４条第１項の規定により国税関係帳簿（同項に規定する国税関係帳簿
をいう。第６項第４号を除き、以下同じ。）に係る電磁的記録の備付け及び
保存をもって当該国税関係帳簿の備付け及び保存に代えようとする保存義務
者は、次に掲げる要件（当該保存義務者が第五条第五項第一号に定める要件
に従って当該電磁的記録の備付け及び保存を行っている場合には、第３号に
掲げる要件を除く。）に従って当該電磁的記録の備付け及び保存をしなけれ
ばならない。 
一 当該国税関係帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保存に併せて、次に掲
げる書類（注１）の備付けを行うこと（注２）。 
イ 当該国税関係帳簿に係る電子計算機処理システム（電子計算機処理に
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関するシステムをいう。以下同じ。）の概要を記載した書類 
ロ 当該国税関係帳簿に係る電子計算機処理システムの開発に際して作成
した書類 

ハ 当該国税関係帳簿に係る電子計算機処理システムの操作説明書 
ニ 当該国税関係帳簿に係る電子計算機処理並びに当該国税関係帳簿に係
る電磁的記録の備付け及び保存に関する事務手続を明らかにした書類
（注３） 

二 当該国税関係帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保存をする場所に当該電
磁的記録の電子計算機処理の用に供することができる電子計算機、プログラ
ム、ディスプレイ及びプリンタ並びにこれらの操作説明書を備え付け、当該
電磁的記録をディスプレイの画面及び書面に、「整然とした形式及び明瞭な
状態」で、速やかに出力することができるようにしておくこと。 

三 国税に関する法律の規定による当該国税関係帳簿に係る電磁的記録の提示
又は提出の要求に応じることができるようにしておくこと。 

（注１）当該国税関係帳簿に係る電子計算機処理に当該保存義務者が開発したプ
ログラム〔中略〕以外のプログラムを使用する場合にはイ及びロに掲げる書
類を除くものとし、当該国税関係帳簿に係る電子計算機処理を他の者（当該
電子計算機処理に当該保存義務者が開発したプログラムを使用する者を除
く。）に委託している場合にはハに掲げる書類を除くものとする。 

（注２）システム関係書類等については、書面以外の方法により備え付けること
もできることとしている(取扱通達４－６本文なお書)ので、いわゆるオンラ
インマニュアルやオンラインヘルプ機能に操作説明書と同等の内容が組み込
まれている場合には、それが整然とした形式及び明瞭な状態で画面及び書面
に、速やかに出力することができるものであれば、操作説明書が備え付けら
れているものとして取り扱って差し支えない。 

（注３）当該電子計算機処理を他の者に委託している場合には、その委託に係る
契約書並びに当該国税関係帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保存に関する
事務手続を明らかにした書類（サンプルは、次のもの） 
国税関係帳簿に係る電子計算機処理に関する事務手続を明らかにした書類 

（概要） 
（入力担当者） 
１ 仕訳データ入出力は、所定の手続を経て承認された証票書類に基づき、入力
担当者が行う。 

（仕訳データの入出力処理の手順） 
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２ 入力担当者は、次の期日までに仕訳データの入力を行う。 
⑴ 現金、預金、手形に関するもの  取引日の翌日（営業日） 
⑵ 売掛金に関するもの       請求書の発行日の翌日（営業日） 
⑶ 仕入、外注費に関するもの    検収日の翌日（営業日） 
⑷ その他の勘定科目に関するもの   

取引に関する書類を確認してから１週間以内 
（仕訳データの入力内容の確認） 
３ 入力担当者は、仕訳データを入力した日に入力内容の確認を行い、入力誤り
がある場合は、これを速やかに訂正する。 

（管理責任者の確認） 
４ 入力担当者は、業務終了時に入力データに関するデータをサーバに転送す
る。管理責任者はこのデータの確認を速やかに行う。 

（管理責任者の確認後の訂正又は削除の処理） 
５ 管理責任者の確認後、仕訳データに誤り等を発見した場合には、入力担当者
は、管理責任者の承認を得た上でその訂正又は削除の処理を行う。 

（訂正又は削除記録の保存） 
６ ５の場合は、管理責任者は訂正又は削除の処理を承認した旨の記録を残す。 

 
電子帳簿保存法取扱通達 
（整然とした形式及び明瞭な状態の意義） 
４－８ 規則第２条第２項第２号((電子計算機等の備付け等))及び第３条第１項
第２号((マイクロフィルムリーダプリンタの備付け等))に規定する「整然とし
た形式及び明瞭な状態」とは、書面により作成される場合の帳簿書類に準じた
規則性を有する形式で出力され、かつ、出力される文字を容易に識別すること
ができる状態をいう。 

 
（２）「優良な電子帳簿」に係る過少申告加算税の軽減措置 
電子帳簿保存法 
（他の国税に関する法律の規定の適用）） 
第８条 
４ 次に掲げる国税関係帳簿であって財務省令で定めるものに係る電磁的記録の
備付け及び保存〔中略〕が、国税の納税義務の適正な履行に資するものとして
財務省令で定める要件を満たしている場合における当該電磁的記録〔中略〕
（政令で定める日以後引き続き当該要件を満たしてこれらの備付け及び保存が
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行われているものに限る。以下この項において同じ。）に記録された事項に関
し国税通則法第１９条第３項（修正申告）に規定する修正申告書〔中略〕の提
出又は同法第２４条（更正）若しくは第２６条（再更正）の規定による更正
〔中略〕（以下この項において「修正申告等」という。）があった場合におい
て、同法第６５条（過少申告加算税）の規定の適用があるときは、同条の過少
申告加算税の額は、同条の規定にかかわらず、同条の規定により計算した金額
から当該過少申告加算税の額の計算の基礎となるべき税額〔中略〕があるとき
は、当該電磁的記録等に記録された事項に係るもの以外の事実に基づく税額と
して政令で定めるところにより計算した金額を控除した税額）に百分の五の割
合を乗じて計算した金額を控除した金額とする。ただし、その税額の計算の基
礎となるべき事実で隠蔽し、又は仮装されたものがあるときは、この限りでな
い。 
一 第４条第１項の規定により国税関係帳簿に係る電磁的記録の備付け及び
保存をもって当該国税関係帳簿の備付け及び保存に代えている保存義務者
の当該国税関係帳簿 

二 〔略〕 
（財務省令＝電子帳簿保存法施行規則は〔略〕） 
 
２．国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等における対象帳簿 

「所得税法及

び法人税法」

以外の帳簿 
Ａ 

ＢとＣで場合分けされる際の基準となる

「正規の簿記の原則」への準拠性について

であるが、これらの帳簿は、そもそも「正

規の簿記の原則に従って記録しなければな

らないこととされていない」ので、Ｃのよ

うな扱いになることがない。 

ＡとＢは、国

税関係帳簿の

電磁的記録等

による保存等

における対象

帳簿となる。 
所得税法又は

法人税法の規

定により備付

け及び保存を

しなければな

らないことと

されている帳

簿であって、 

Ｂ 

「資産、負債及び資本に影響を及ぼす一切

の取引につき、正規の簿記の原則〔中略〕

に従い、整然と、かつ、明瞭に記録されて

いるもの」 

Ｃ 

「資産、負債及び資本に

影響を及ぼす一切の取引

につき、正規の簿記の原

則〔中略〕に従い、整然

と、かつ、明瞭に記録さ

れているもの」以外のも

の 

要するに、エ

クセルで収益

や費用を単純

集計したよう

ないわゆる単

式簿記による

もの 

Ｃに該当する

ものだけが、 
対象となる国

税関係帳簿書

類の範囲から

除外された。 

 多くの解説は、「国税関係帳簿については、正規の簿記の原則に従って記録さ
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れるものに限る。」としている（上記Ⅲ１．（１）の表中の該当箇所も同様であ
る。）。ただし、厳密に条文の解釈をすると、上記の表のようになる。 
 改正担当者の解説によると、次のような記載となっている。 

今回の改正においては、こうした指摘を踏まえ、正規の簿記による青色申告
を促進する観点から、国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等について、対
象となる国税関係帳簿が正規の簿記の原則又は複式簿記の原則に従って記録さ
れるものに限定されました。 
具体的には、国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等について、所得税法

又は法人税法の規定により備付け及び保存をしなければならないこととされて
いる帳簿であって、資産、負債及び資本に影響を及ぼす一切の取引につき、正
規の簿記の原則（法人税法の規定により備付け及び保存をしなければならない
こととされている帳簿にあっては、複式簿記の原則）に従い、整然と、かつ、
明瞭に記録されているもの以外のものが、対象となる国税関係帳簿の範囲から
除外されました（電子帳簿保存法4①、電子帳簿保存法規則2①）。 
これは、所得税法上の青色申告者は正規の簿記の原則に従い記録をしなけれ

ばならないことが、法人税法上の青色申告法人は複式簿記の原則に従い記録を
しなければならないことが、それぞれ定められていることを踏まえ（所規
57①、法規53）、国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等における対象帳簿
についても、これらと同様の水準の記録を求めるものです。 
他方、所得税法及び法人税法上の帳簿以外の帳簿については、こうした原則

に従って記録をしなければならないこととされていないため、全ての帳簿が対
象となります。 

 相続税、贈与税、消費税、酒税、たばこ税、自動車重量税などは、「資産、負
債及び資本に影響を及ぼす一切の取引につき、正規の簿記の原則〔中略〕に従い、
整然と、かつ、明瞭に記録されているもの」以外のものである。 
 
３．電磁的記録の意義 
「電磁的記録」とは、情報(データ)それ自体あるいは記録に用いられる媒体の

ことではなく、一定の媒体上にて使用し得る(一定の順序によって読みだすことが
できる)情報が記録・保存された状態にあるものをいう（取扱通達４－１）。 
具体的には、情報がハードディスク、コンパクトディスク、ＤＶＤ、磁気テー

プ、クラウド（ストレージ）サービス等に記録・保存された状態にあるものをい
う。 
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４．市販のソフト 
（１）「優良な電子帳簿」以外 
令和３年度改正による要件緩和により、市販の会計ソフトを使用して、見読可

能装置（ディスプレイ等）やシステムの開発関係書類（システムの概要書等）の
備付け等の法令で定められた要件を満たしている場合には、紙による保存等に代
えて、電磁的記録等による保存等を行うことが認められる（税理士が認識してい
る一般的な財務ソフト・会計ソフトで、該当しないソフトは存在するのであろう
か？）。 
 
（２）「優良な電子帳簿」 
国税関係帳簿について、「過少申告加算税の軽減措置」の規定の適用を受ける

場合には、「電磁的記録の訂正・削除の履歴を確認できる機能」等の「優良な電
子帳簿」の要件を満たした上で、税務署長への届出が必要となる。 
市販ソフトのうち、公益社団法人日本文書情報マネジメント協会（ＪＩＩＭＡ）

による優良な電子帳簿に係る要件適合性の確認を受けたものについては、ＪＩＩ
ＭＡと国税庁のそれぞれのＨＰで公表されている。 
また、該当するソフトのパッケージ等には、ＪＩＩＭＡ認証の認証マークが印

字されている。 
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（国税庁HPより。「作成・保存」のみ掲載。「保存」だけのソフト８件は省略） 
 
（３）「優良な電子帳簿」となるための設定確認 
 GIIMA 認証され、「優良な電子帳簿」の要件を満たしている財務ソフトであっ
ても、例えば、デフォルト設定が「電磁的記録の訂正・削除の履歴を確認できる
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機能」がＯＦＦになっているものもある。要件を満たして当該電磁的記録の備付
け及び保存をしなければならないので、「電磁的記録の訂正・削除の履歴を確認で
きる機能」等をＯＮにして入力する必要がある。 
 
（４）「優良な電子帳簿」と税務調査におけるダウンロード 
「優良な電子帳簿」に係る過少申告加算税の軽減措置の適用を受けるための優

良な電子帳簿の要件としての検索機能の確保の要件については、その電子帳簿に
係る電磁的記録について税務職員による質問検査権に基づくダウンロードの求め
に応じることができるようにしている場合には、この範囲を指定して条件を設定
できる機能（及び項目を組み合わせて条件を設定できる機能）が不要となる
（元々「範囲を指定して条件を設定できる機能（及び項目を組み合わせて条件を
設定できる機能）」が存在しないソフトを利用するメリットがあるのか？実務上、
不便であると思うが・・・。） 
 
５．適用開始の時期 
国税関係帳簿
（総勘定元帳
など） 

課税期間の開始の日にそれが備え付けられ、順次それに取引内
容が記録されていくものであることから、原則的には、課税期
間の中途から電磁的記録等による保存をすることはできないと
解される(取扱通達４－４なお書き)。 

国税関係書類
（領収書な
ど） 

それが作成されると直ちに保存されるものであることから、課
税期間の中途からでもそれ以後の作成分を電磁的記録等により
保存することができる。 

 
電子帳簿保存法取扱通達 
（最初の記録段階から一貫して電子計算機を使用して作成することの意義） 
４－４ 法第４条第１項((国税関係帳簿の電磁的記録による保存等))及び第５
条第１項((国税関係帳簿の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存等))
に規定する「最初の記録段階から一貫して電子計算機を使用して作成する場
合」とは、帳簿を備え付けて記録を蓄積していく段階の始めから終わりまで
電子計算機の使用を貫いて作成する場合をいうことに留意する。 
なお、帳簿を備え付けて記録を蓄積していく段階の始めとは、帳簿の備付

け等開始の日を指すが、課税期間（国税通則法第２条第９号((定義))に規定す
る課税期間をいう。以下４－４、４－10、８－１、８－６及び８－14 におい
て同じ。）の定めのある国税に係る帳簿については、原則として課税期間の初
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日となることに留意する。 
 
６．クラウトサービスの利用等 
クラウドサービスを利用する場合や、サーバを海外に置いている場合であって

も、当該電磁的記録は保存場所に保存等がされているものとして取り扱われる。
なお、バックアップは要件に含まれていないが、実務上、必須である。 
 
７．「反対仕訳」による削除 
 電磁的記録の記録事項を直接に訂正し又は削除することができないシステムを
使用している場合には、「貸借の勘定科目は同一で、金額をマイナスで入力する
訂正の方法」により、訂正又は削除の履歴の確保の要件を満たすこととなる。 
 
８．「優良な電子帳簿」に係る過少申告加算税の軽減措置 
（１）対象となる帳簿 
「過少申告加算税の軽減措置」の規定の対象となる特例国税関係帳簿とは、次

に規定する帳簿を指し、適用を受けようとする税目に係る全ての帳簿を要件に従
って保存し、かつ、あらかじめ本措置の規定の適用を受ける旨等を記載した届出
書を提出する必要がある。 
所得税法施行規則第 58 条第１項（取引に関する帳簿及び記載事項） 
法人税法施行規則第 54 条（取引に関する帳簿及び記載事項） 
消費税法第 30 条第７項（仕入れに係る消費税額の控除） 
消費税法 
 第 38 条第２項（売上に係る対価の返還等をした場合の消費税額の控除） 
 第 38 条の２第２項（特定課税仕入れに係る対価の返還等を受けた場合の消

費税額の控除） 
 第 58 条（帳簿の備付け等） 

 
（２）特例の適用を受ける旨の届出書 
「過少申告加算税の軽減措置」の規定の適用を受けようとする場合には、「あ

らかじめ」届出書を提出することとなっているが、当該規定の適用を受けようと
する国税の法定申告期限までに、「特例適用届出書」を提出すれば、「あらかじ
め」提出があったものとして取り扱うこととされている（取扱通達８－４）。 
また、令和４年１月１日前において現に「令和３年度の税制改正前の承認」を

受けている国税関係帳簿（承認済国税関係帳簿）について、当該承認済国税関係
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帳簿が上記表中の帳簿である場合には、過少申告加算税の軽減措置の適用を受け
ることが可能であるが、その場合においても、あらかじめ、特例適用届出書の提
出が必要となる（令３改正法附則８２⑦）。 
 
Ⅴ 決算関係書類など 
１．基本条文 
電子帳簿保存法 
（国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存等） 
第４条  
２ 保存義務者は、国税関係書類の全部又は一部について、自己が一貫して電子
計算機を使用して作成する場合には、財務省令で定めるところにより、当該国
税関係書類に係る電磁的記録の保存をもって当該国税関係書類の保存に代える
ことができる。 

（財務省令＝電子帳簿保存法施行規則は〔略〕） 
 
２．対象となる国税関係書類 
 棚卸表、貸借対照表、損益計算書、「計算、整理又は決算に関して作成された
その他の書類」が該当する。 
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Ⅵ 改正電子帳簿保存法への実務対応－スキャナ保存－ 
 
１．基本条文の確認 
電子帳簿保存法 
（国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存等） 
第４条  
３（前段） 前項に規定するもののほか、保存義務者は、国税関係書類（「国税
関係書類のうち、棚卸表、貸借対照表及び損益計算書並びに計算、整理又は決
算に関して作成されたその他の書類」を除く。）の全部又は一部について、当
該国税関係書類に記載されている事項を「スキャナ」により電磁的記録に記録
する場合には、次の区分により、当該国税関係書類に係る電磁的記録の保存を
もって当該国税関係書類の保存に代えることができる。 
一（入力要件） 
イ 下記以外 当該国税関係書類に係る記録事項の入力をその作

成又は受領後、「速やかに」（通達４－１７によ
り「おおむね７営業日以内に」）行うこと。 

ロ 当該国税関係書類の
作成又は受領から当
該入力までの各事務
の処理に関する規程
を定めている場合 

当該国税関係書類に係る記録事項の入力を「その
業務の処理に係る通常の期間」（通達４－１８に
より「最長２か月の業務サイクル」）を経過した
後、「速やかに」（通達４－１７により「おおむ
ね７営業日以内に」）行うこと 

二（電子計算機処理システムの要件） 〔略〕 
３（後段） この場合において、当該国税関係書類に係る電磁的記録の保存が当
該財務省令で定めるところに従って行われていないとき（当該国税関係書類の
保存が行われている場合を除く。）は、当該保存義務者は、当該電磁的記録を
保存すべき期間その他の財務省令で定める要件を満たして当該電磁的記録を保
存しなければならない。 

（財務省令＝電子帳簿保存法施行規則は〔略〕。一部組込済み。） 
 
【事務所に関する規定】 
 国税庁のサンプルを参照して作成すれば足りる。サンプルは〔略〕。 
 
２．スキャナ保存の対象となる書類 
スキャナ保存の対象は、規則第２条第４項に規定する書類以外の国税関係書類
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とされている。規則第２条第４項に規定する書類とは、具体的には棚卸表、貸借
対照表及び損益計算書などの計算、整理又は決算関係書類であり、これ以外の国
税関係書類がスキャナ保存の対象となる。 
電子帳簿保存法施行規則 
（国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存等） 
第２条 
４ 法第４条第３項に規定する財務省令で定める書類は、国税関係書類のうち、
棚卸表、貸借対照表及び損益計算書並びに計算、整理又は決算に関して作成さ
れたその他の書類とする。 
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３．スキャンした書類の廃棄 
令和４年１月１日以後に保存を行う国税関係書類については、要件を満たした

方式によりスキャナで読み取りをしている場合には、定期的な検査を行う要件が
廃止されたので。即時に廃棄してよい。 
ただし、最低限の同等確認（注）を行う必要がある。あるいは、同等確認をし

て、かつ、バックアップをした後に廃棄することも選択肢であろう。 
（注）電磁的記録の記録事項と書面の記載事項とを比較し、同等であることを

確認（折れ曲がり等がないかも含む。）することをいう。 
 
４．消費税の仕入税額控除 
消費税の仕入税額控除の適用を受けようとする事業者は、「請求書等を整理し

……保存しなければならない」（消令５０①）こととなっており、当該請求書等
は「国税関係書類」に該当する。 
また、スキャナ保存は法第４条第３項において「国税関係書類に記載されてい

る事項を……電磁的記録に記録する場合には」とされており、その「国税関係書
類」とは「国税に関する法律の規定により保存をしなければならないこととされ
ている書類」をいう（電帳法２二）。 
したがって、消費税法上の請求書等は、電子帳簿保存法第４条第３項に規定す

る「国税関係書類」にも該当するので、スキャナ保存をすることができる（紙媒
体の保存は不要となる。）。 
 
５．タイムスタンプ要件の事実上の廃止 

原則 
国税関係書類についてスキャナ保存する場合には、その国税関係書類に
係る記録事項にタイムスタンプを付与することが要件となっている（電
帳法規則２⑥二ロ）。 

例外 

保存義務者が訂正削除履歴の残る又は訂正削除できないシステムに保存
する方法により入力期限内に当該国税関係書類に係る記録事項を入力し
たことを確認することができる場合には、その確認をもって当該タイム
スタンプの付与要件に代えることができる（電帳法規則２⑥二柱書、同
イ、電帳法取扱通達４－２８）。 

 
電子帳簿保存法施行規則 
（国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存等） 
第２条 
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６ 
二 前号の入力に当たっては、次に掲げる要件（当該保存義務者が同号イ又は
ロに掲げる方法により当該国税関係書類に係る記録事項を入力したことを確
認することができる場合（＝外部クラウド等に保存する場合を想定）にあっ
ては、ロに掲げる要件（＝タイムスタンプを付与する要件）を除く。要する
に、イの要件である解像度等のみでよい。）を満たす電子計算機処理システ
ムを使用すること。 
イ スキャナ（次に掲げる要件を満たすものに限る。）を使用する電子計算
機処理システムであること。 
（１）解像度が、日本産業規格〔中略〕Ｚ六〇一六附属書ＡのＡ・一・二

に規定する一般文書のスキャニング時の解像度である二十五・四ミリ
メートル当たり二百ドット以上で読み取るものであること。 

（２）赤色、緑色及び青色の階調がそれぞれ二百五十六階調以上で読み取
るものであること。 

ロ 当該国税関係書類の作成又は受領後、「速やかに」一の入力単位ごとの
電磁的記録の記録事項に一般財団法人日本データ通信協会が認定する業務
に係るタイムスタンプ〔中略〕を付すこと（当該国税関係書類の作成又は
受領から当該タイムスタンプを付すまでの各事務の処理に関する規程を定
めている場合にあっては、「その業務の処理に係る通常の期間を経過した
後、速やかに」当該記録事項に当該タイムスタンプを付すこと）。 
（１） 〔略〕 
（２） 〔略〕 

 
電子帳簿保存法取扱通達 
（国税関係書類に係る記録事項の入力を速やかに行ったこと等を確認することが
できる場合（タイムスタンプを付す代わりに改ざん不可等のシステムを使用して
保存する場合）） 
４－28  規則第２条第６項第２号ロ（（タイムスタンプの付与））に掲げる要
件に代えることができる同号柱書に規定する「当該保存義務者が同号（規則第
２条第６項第１号）イ又はロに掲げる方法により当該国税関係書類に係る記録
事項を入力したことを確認することができる場合」については、例えば、他者
が提供するクラウドサーバ（同項第２号ニに掲げる電子計算機処理システムの
要件を満たすものに限る。）により保存を行い、当該クラウドサーバがＮＴＰ
（Network Time Protocol）サーバと同期するなどにより、その国税関係書類
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に係る記録事項の入力がその作成又は受領後、速やかに行われたこと（その国
税関係書類の作成又は受領から当該入力までの各事務の処理に関する規程を定
めている場合にあってはその国税関係書類に係る記録事項の入力がその業務の
処理に係る通常の期間を経過した後、速やかに行われたこと）の確認ができる
ようにその保存日時の証明が客観的に担保されている場合が該当する。 

 
６．JIIMA認証の保存ソフト 
 

 
〔中略〕 
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Ⅶ 改正電子帳簿保存法への実務対応－電子取引－ 
 
１．基本条文の確認 
電子帳簿保存法 
（電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存） 
第７条 所得税（源泉徴収に係る所得税を除く。）及び法人税に係る保存義務
者は、電子取引を行った場合には、財務省令で定めるところにより、当該電子
取引の取引情報に係る電磁的記録を保存しなければならない。 

 以下の条文は相当に加工しています。 
電子帳簿保存法施行規則 
（電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存） 
第４条第１項 法第７条に規定する保存義務者は、電子取引を行った場合に
は、当該電子取引の取引情報に係る電磁的記録を、当該取引情報の受領が書
面により行われたとした場合又は当該取引情報の送付が書面により行われそ
の写しが作成されたとした場合に、国税に関する法律の規定により、当該書
面を保存すべきこととなる場所に、当該書面を保存すべきこととなる期間、
次のＡに掲げる措置の「いずれか」を行い、Ｂに掲げる要件の「すべて」に
従って保存しなければならない。 

【Ａの措置－いずれか－】 
一 当該電磁的記録の記録事項にタイムスタンプが付された後、当該取引情報の
授受を行うこと。 

二 次に掲げる方法の「いずれか」により、当該電磁的記録の記録事項にタイム
スタンプを付すとともに、当該電磁的記録の保存を行う者又はその者を直接監
督する者に関する情報を確認することができるようにしておくこと。 
イ 当該電磁的記録の記録事項にタイムスタンプを付すことを当該取引情報
の授受後、速やかに行うこと。 

ロ 当該電磁的記録の記録事項にタイムスタンプを付すことをその業務の処
理に係る通常の期間を経過した後、「速やかに」行うこと（当該取引情報
の授受から当該記録事項にタイムスタンプを付すまでの各事務の処理に関
する規程を定めている場合に限る。）。 

三 次に掲げる要件の「いずれか」を満たす電子計算機処理システムを使用して
当該取引情報の授受及び当該電磁的記録の保存を行うこと。 
イ 当該電磁的記録の記録事項について訂正又は削除を行った場合には、こ
れらの事実及び内容を確認することができること。 
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ロ 当該電磁的記録の記録事項について訂正又は削除を行うことができない
こと。 

四 当該電磁的記録の記録事項について正当な理由がない訂正及び削除の防止に
関する事務処理の規程を定め、当該規程に沿った運用を行い、当該電磁的記録
の保存に併せて当該規程の備付けを行うこと。 

 
【Ｂの保存要件－すべて－】 
①当該国税関係帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保存をする場所に当該電磁的
記録の電子計算機処理の用に供することができる電子計算機、プログラム、デ
ィスプレイ及びプリンタ並びにこれらの操作説明書を備え付け、当該電磁的記
録をディスプレイの画面及び書面に、「整然とした形式及び明瞭な状態」で、
速やかに出力することができるようにしておくこと（電帳法施行規則２②二）。 

②当該国税関係書類に係る電磁的記録の記録事項の検索をすることができる機能
（次に掲げる要件を満たすものに限る。）を確保しておくこと（電帳法施行規
則６⑥）。 
イ 取引年月日その他の日付、取引金額及び取引先（ロ及びハにおいて「記録
項目」という。）を検索の条件として設定することができること。 

ロ 日付又は金額に係る記録項目については、その範囲を指定して条件を設定
することができること。 

ハ 二以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定することができること。 
③当該国税関係帳簿に係る電子計算機処理システム（電子計算機処理に関するシ
ステムをいう。）の概要を記載した書類の備付けを行うことその他の要件を満
たすこと（電帳法施行規則２⑥七、２②一イ）。 

④判定期間に係る基準期間における売上高が千万円以下である事業者である場合
については〔略〕 

 
【用語の意義】 

電子取引 

取引情報（取引に関して受領し、又は交付する注文書、契約書、送
り状、領収書、見積書その他これらに準ずる書類に通常記載される
事項をいう。）の授受を電磁的方式により行う取引をいう。 
 

速やかに 
 国税関係書類の作成又は受領後おおむね７営業日以内に入力して

いる場合には、速やかに行っているものとして取り扱う。 
 国税関係書類に係る記録事項の入力を「その業務の処理に係る通
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常の期間」を経過した後、速やかに行うこと（当該国税関係書類
の作成又は受領から当該入力までの各事務の処理に関する規程を
定めている場合に限る。）の場合の「速やかに」の適用に当たっ
ては、その業務の処理に係る通常の期間を経過した後、おおむね
７営業日以内に入力している場合には同様に取り扱う。 

 タイムスタンプを付す場合の期限である、「スキャナ保存に係る
タイムスタンプの付与」及び「電子取引に係るタイムスタンプの
付与」にそれぞれ規定する「速やかに」の適用に当たっても、同
様に取り扱う。 

その業務
の処理に
係る通常
の期間 

 月をまたいで処理することも通常行われている業務処理サイクル
と認められることから、最長２か月の業務処理サイクルであれ
ば、「その業務の処理に係る通常の期間」として取り扱うことと
する。 

 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存要件である「タイム
スタンプの付与」に規定する「その業務の処理に係る通常の期
間」の適用に当たっても、同様に取り扱う。 

判定期間 次に掲げる事業者の区分に応じそれぞれ次に定める期間をいう。 

基準期間 

個人事業者についてはその年の前々年をいい、法人についてはその
事業年度の前々事業年度（当該前々事業年度が一年未満である法人
については、その事業年度開始の日の二年前の日の前日から同日以
後一年を経過する日までの間に開始した各事業年度を合わせた期
間）をいう。 

 
２．対象となる事業年度（課税期間） 
 改正前の要件で保存をしていた納税者でないことを前提とすると、令和４年１
月１日以後に開始する事業年度（個人の場合は令和４年分）から適用することに
なるであろう。 
 
３．電子メールを受信した場合 
（１）電子メール等の該当性 
電子メールにより取引情報を授受する取引（添付ファイルによる場合を含む。

要するに、本文への記載・添付ファイルへの記載の別を問わない。）を行った場
合についても電子取引に該当する（電帳法２五）。 
したがって、その取引情報に係る電磁的記録の保存が必要となる（電帳法７）。 
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（２）クラウトサービス・スマホアプリ 
クラウドサービスやスマホアプリを利用して取引先から請求書等を受領した場

合にも、電子取引に該当する。スマホアプリを利用する場合には、その取引デー
タをハードディスクやクラウド（ストレージ）サービス等に保存することが容易
であるか否かを検討する必要がある。また、従業員が電子データにより領収書等
を受領した場合には、会社として集約して保存しておくことが望ましい（従業員
のすべてが電帳法の要件である「整然とした形式及び明瞭な状態で、速やかに出
力」などを満たすことは期待できない。）。 
 
（３）電子取引の保存 
具体的に、この電磁的記録の保存とは、電子メール本文に取引情報が記載され

ている場合は当該電子メールを、電子メールの添付ファイルにより取引情報（領
収書等）が授受された場合は当該添付ファイルを、それぞれ、ハードディスク、
コンパクトディスク、ＤＶＤ、磁気テープ、クラウド（ストレージ）サービス等
に記録・保存する状態にしなければならない。 
なお、「取引情報を授受する取引」以外の電子メールは、電子帳簿保存法上は、

保存不要である。 
 
（４）タイムスタンプの付与 
 タイムスタンプの付与は必須ではない。 
電子的に受け取った請求書や領収書等については、データのまま保存しなけれ

ばならない（電帳法７）。したがって、その真実性を確保する観点から、以下の
「いずれか」の条件を満たす必要がある（電帳法施行規則４①）。 
①タイムスタンプが付与されたデータを受領（電帳
法施行規則４①一） 

当分の間は少ないであろ
う。 

②速やかに（おおむね７営業日以内）タイムスタン
プを付与（電帳法施行規則４①二本文） 

③取引情報の授受から当該記録事項にタイムスタン
プを付すまでの各事項に処理に関する規程を定め
ている場合は、その業務の処理に係る通常の期間
（最長2か月）を経過した後、速やかに（おおむね
７営業日以内）タイムスタンプを付与（電帳法施
行規則４①二括弧書） 

自社でタイムスタンプを

準備する場合は、「事務

処理規程」を設けたうえ

で、「2か月＋7日」基準

ではなく、毎日・毎週・

毎月のサイクルで実施す

ることになるであろう。 
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④データの訂正削除を行った場合にその記録が残る
システム又は訂正削除ができないシステムを利用
（電帳法施行規則４①三） 

要件を満たしたサーバー

やクラウトサービスを契

約すれば足りる（下記の

認証リストを参照）。 
⑤訂正削除の防止に関する事務処理規程を策定、運
用、備付け（電帳法施行規則４①四） 

事業所内のサーバー等で

も可能である。ただし、

バックアップは必須であ

る。 
 
 

 
（国税庁HPより） 

 
４．保存媒体 
電子帳簿保存法では、記憶媒体や保存すべき電磁的記録を限定する規定はない

ので、電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存媒体については保存義務者が
任意に選択することなる。 

①ハードディスクに保存の上、一定期間ごとにバックアップ（サーバー又は
外務部のクラウトサービス） 

②最初からクラウド（ストレージ）サービス等に保存（事業所内の所定のＰ
Ｃと自動同期するストーレージサービスがある。） 等が考えられる。 

バックアップは要件ではないが、自己防衛のために必須である。なお、契約し
ている外部サーバー等の場所（国内・国外・複数・不明）を問わない。 
 
５．紙で出力したものとの併用保存 
（１）所得税・法人税 
令和３年度の税制改正により、所得税（源泉徴収に係る所得税を除く。）及び
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法人税に係る保存義務者については、令和４年１月１日以後行う電子取引の取引
情報に係る電磁的記録を書面やマイクロフィルム（以下「書面等」という。）に
出力して保存する措置が廃止された（令和３年度改正前はそのデータを出力した
書面等により保存することも認められていた。）。改正後は、当該出力した書面
等は、保存書類（国税関係書類以外の書類）として取り扱われないこととなった。 
したがって、その電磁的記録を一定の要件の下、保存しなければならない（他

の選択肢はない。）。 
【理由（私見含む。）】 
紙保存を認めない方向に切り替えたのは、税務手続の電子化の推進にあると考

えることができる。税務手続を電子化するためには、一部が電子で、一部が紙媒
体という状況は回避したい。 
中長期的に考えると、スキャナ保存する国税関係書類は減少し、電子取引とし

て受け渡しされるものが増加するものと思われる。そうすると、税務調査におけ
る電子取引の内容を確認することがより重要となる。そもそも、外部から受領し
た電子取引に係る電子データを紙媒体に出力した場合、その出力書類と、元々の
電子データとの同一性をどのように担保するのかの問題が生ずる。そうであれば、
スキャナ保存の場合と同様のタイムスタンプ要件等を課することによって、真実
性を担保する方が平仄の合った方法といえる。 
 
（２）消費税 
消費税に係る保存義務者が行う電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存に

ついては、その保存の有無が税額計算に影響を及ぼすことなどを勘案して、令和
４年１月１日以後も引き続き、その電磁的記録を書面に出力することにより保存
することも認められている。電子インボイスを受領した場合であっても、消費税
法上はその電子インボイスを「整然とした形式及び明瞭な状態」で出力した書面
を保存した場合には、仕入税額控除の適用を受けることができる。 
【理由（私見含む。）】 
 所得税の申告義務がなくても、消費税の申告義務のある納税者が一定数存在す
る。また、所得税と法人税については、青色申告の承認の取消等のリスクである
が（取引の相手方に取引情報を確認することもできる。）、消費税については、
仕入税額控除の否認リスクである、影響の程度が相違している。 
 
６．「整然とした形式及び明瞭な状態」 
税務調査の際に電子データを検索して表示するときは、整然とした形式及び明
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瞭な状態で、速やかに出力することができるように管理しておく必要がある。ど
の程度の水準をいうのかが実務の論点となる。 

①「事務処理規程」を設ける。 
②請求書データ（ＰＤＦ）のファイル名に、規則性（年月日・取引相手・金
額）をもって内容を表示する。例：「20220115 〇〇商事㈱ 5,500,000」な
ど。 

③「取引の相手先」や「各月」など任意のフォルダに格納して保存する。 
等が具体的な例として考えられる。 

 なお、複数に分けて保存することも認められているが、一元的に保存すること
が望ましい。 
 
７．事務処理規程 
 電子帳簿保存法第４条第１項に規定する（上記の）「Ａに掲げる措置の『いず
れか』の第４号」に次のようにある（再掲）。 
当該電磁的記録の記録事項について正当な理由がない訂正及び削除の防止に関
する事務処理の規程を定め、当該規程に沿った運用を行い、当該電磁的記録の
保存に併せて当該規程の備付けを行うこと。 

 規程は国税庁がサンプルを示している。 
電子取引データの訂正及び削除の防止に関する事務処理規程 

 
第１章 総則 
（目的） 
第１条 この規程は、電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方
法の特例に関する法律第７条に定められた電子取引の取引情報に係る電磁的記
録の保存義務を履行するため、○○において行った電子取引の取引情報に係る
電磁的記録を適正に保存するために必要な事項を定め、これに基づき保存する
ことを目的とする。 

（適用範囲） 
第２条 この規程は、○○の全ての役員及び従業員（契約社員、パートタイマー及
び派遣社員を含む。以下同じ。）に対して適用する。 

（管理責任者） 
第３条 この規程の管理責任者は、●●とする。 
 
第２章 電子取引データの取扱い 
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（電子取引の範囲） 
第４条 当社における電子取引の範囲は以下に掲げる取引とする。 
一 ＥＤＩ取引 
二 電子メールを利用した請求書等の授受 
三 ■■（クラウドサービス）を利用した請求書等の授受 
四 ・・・・・・ 

（取引データの保存） 
第５条 取引先から受領した取引関係情報及び取引相手に提供した取引関係情報
のうち、第６条に定めるデータについては、保存サーバ内に△△年間保存す
る。 

（対象となるデータ） 
第６条 保存する取引関係情報は以下のとおりとする。 

一 見積依頼情報 
二 見積回答情報 
三 確定注文情報 
四 注文請け情報 
五 納品情報 
六 支払情報 
七 ▲▲ 

（運用体制） 
第７条 保存する取引関係情報の管理責任者及び処理責任者は以下のとおりとす
る。 
一 管理責任者 ○○部△△課 課長 ＸＸＸＸ 
二 処理責任者 ○○部△△課 係長 ＸＸＸＸ 

（訂正削除の原則禁止） 
第８条 保存する取引関係情報の内容について、訂正及び削除をすることは原則
禁止とする。 

（訂正削除を行う場合） 
第９条 業務処理上やむを得ない理由によって保存する取引関係情報を訂正また
は削除する場合 

は、処理責任者は「取引情報訂正・削除申請書」に以下の内容を記載の上、管理
責任者へ提出 

すること。 
一 申請日 
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二 取引伝票番号 
三 取引件名 
四 取引先名 
五 訂正・削除日付 
六 訂正・削除内容 
七 訂正・削除理由 
八 処理担当者名 

２ 管理責任者は、「取引情報訂正・削除申請書」の提出を受けた場合は、正当
な理由があると認める場合のみ承認する。 

３ 管理責任者は、前項において承認した場合は、処理責任者に対して取引関係
情報の訂正及び削除を指示する。 

４ 処理責任者は、取引関係情報の訂正及び削除を行った場合は、当該取引関係
情報に訂正・削除履歴がある旨の情報を付すとともに「取引情報訂正・削除完
了報告書」を作成し、当該報告書を管理責任者に提出する。 

５ 「取引情報訂正・削除申請書」及び「取引情報訂正・削除完了報告書」は、
事後に訂正・削除履歴の確認作業が行えるよう整然とした形で、訂正・削除の
対象となった取引データの保存期間が満了するまで保存する。 

 
附則 
（施行） 
第 10 条 この規程は、令和○年○月○日から施行する 
 
８．その他 
（１）スキャナ保存との共存 
 請求書や領収書は当分の間、紙媒体での授受が続くこととなる。次の（２）の
電子インボイスによる授受が常態化した場合、スキャナ保存を利用する場面は逓
減してゆくものと考えられるが、当分の間は、スキャナ保存によるものと電子取
引によるものが混在することとなる。 
 
（２）電子インボイス 
 令和５年１０月からインボイス制度（適格請求書等保存方式）が開始される際
には、電子インボイスがデフォルトとなっている可能性がある。 
昨年７月に、電子インボイス推進協議会「E-Invoice Promotion Association：

EIPA（エイパ）」が設立された。EIPAでは、日本国内における電子インボイス
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の標準仕様を国際規格「Peppol（ペポル）」に準拠した形で策定することを発表
しており、１００社を超えるベンダー等が会員として参加している。EIPAは、令
和４年秋に事業者が電子インボイスに対応したソフトウエアを使用できる状態に
なることを目指している。 
会員各社は、中小事業者でも利用できる低コストの電子インボイスの授受シス

テムの開発に向けた作業を進めている（要するに、「見た目」ではなく、「電子
的に」統一規格となる請求書発行システムについて、適格請求書の要件を満たす
形で提供するだけである。 
むしろ、発行するだけではなく、受領する場合に期間ごとに集計できるかどう

かが重要になると思慮する。 
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Ⅷ その他－電子化に関する改正事項－ 
 
１．個人住民税の特別徴収税額通知の電子化 
個人住民税の給与所得に係る特別徴収税額通知について、次の見直しを行う。 

特 別 徴
収 義 務
者 

eLTAXを経由して給与支払報告
書を提出する特別徴収義務者が
申出をしたとき 

市町村は、当該通知の内容をeLTAX
を経由し、当該特別徴収義務者に提
供しなければならないこととする。 

納 税 義
務者 

eLTAXを経由して給与支払報告
書を提出する特別徴収義務者で
あって、個々の納税義務者に当
該通知の内容を電磁的方法によ
り提供することができる体制を
有する者が申出をしたとき、 

市町村は、当該通知の内容をeLTAX
を経由して当該特別徴収義務者に提
供し、当該特別徴収義務者を経由し
て納税義務者に提供しなければなら
ないこととする。 
この場合において、当該特別徴収義
務者は、当該通知の内容を電磁的方
法により納税義務者に提供するもの
とする。 

この改正は、令和６年度分以後の個人住民税について適用される。 
 

【個人住民税の特別徴収税額通知の電子化】 

 



40 
 

２．スマートフォンを使用した決済サービスによる納付手続の創設 
国 税
の 納
付 手
続 

国税を納付しようとする者がスマートフ
ォンを使用した決済サービスに係る事項
につきインターネットを利用して行う入
力により納付しようとする場合には、国
税庁長官が指定する納付受託者に納付を
委託することができることとなった。 

 納付受託者が国税を納付
しようとする者の委託を受
けた日に国税の納付があっ
たものとみなして、延滞
税、利子税等に関する規定
が適用されることとなった
（地方税も同様）。 

 令和４年１月４日以後に
納付（委託）する国税・
地方税について適用され
る。 

地 方
税 の
納 付
手続 

地方税を納付しようとする者がスマート
フォンを使用した決済サービスにより納
付しようとする場合には、地方団体の長
が指定する事業者に納付を委託すること
ができることが法令上明確化された。 

 
【スマホアプリによる納付手段の創設】 
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３．国外からの納付方法の拡充 
改正前 改正後 

国外に所在する納税者
の納付手段は、①クレ
ジットカード納付、②
電子納付、③納税管理
人を通じた納付とされ
ていた。 

国外に住所又は居所を有する納税者が行う国税の納付に
ついて、国外の金融機関を通じて「国税収納官吏の国内
預金口座に送金する方法」により行うことができること
とされた。 
この場合において、その国外の金融機関を通じて送金し
た日に国税の納付があったものとみなして、延滞税、利
子税等に関する規定が適用される。 

この改正は、令和４年１月４日以後に納付する国税について適用される。 
 
４．申請等の方法の拡充 
税務署長等に対する申請等で電子情報処理組織を使用する方法（e-Tax）により

その申請等に係る書面に記載すべき事項を入力して送信することができないもの
について、書面による提出に代えて、スキャナによる読み取り等により作成した
電磁的記録（いわゆる「イメージデータ」）を送信することにより行うことがで
きることとされた。 
この改正は、令和３年４月１日以後に行う申請等について適用する。 

【e-Taxによる申請等の方法の拡充】 

 



42 
 

５．処分通知等の電子交付の拡充 
電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる処分通知等が拡充さ

れた。 

改正前 

①消費税の適格請求書発行事業者の登録に係る通知 
②更正の請求に係る減額更正等の通知 
③納税証明書の交付 
④住宅ローン控除証明書の交付 
⑤電子申請等証明書の交付 

改正によ
る追加項
目 

①加算税の賦課決定通知書の送付 
令和４年１月１日以後に行
う送付について適用 

②所得税の予定納税額等の通知（予定
納税額の減額承認申請に対する処分
に係る通知を含む。） 

令和５年１月１日以後に行
う通知について適用 

③国税還付金振込通知書の送付 
令和５年６月１日以後に行
う送付について適用 

 
６．クラウド等を利用した支払調書等の提出方法の整備 
支払調書等の提出をする者は、あらかじめ税務署長に届け出た場合には、クラ

ウド等（注）に備えられたファイルにその支払調書等に記載すべき事項（以下
「記載情報」という。）を記録し、かつ、税務署長に対してそのファイルに記録
されたその記載情報を閲覧し、及び記録する権限を付与することにより、支払調
書等の提出をすることができることとするほか、所要の措置を講ずる。 
また、この届出及び国税庁長官の認定に関する手続については、電子情報処理

組織を使用する方法により行うことができることとする。 
この改正は、令和４年１月１日以後に提出する支払調書等について適用する。 

（注）国税庁長官の定める基準に適合するものであることについてそのクラウド
等を管理する者が国税庁長官の認定を受けたものに限る。 
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【クラウドサービス等を活用した法定調書の新しい提出方法の創設】 

 
 
 


